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要旨：加速度計測値から算出した性能曲線を用いて構造物の耐震性能を地震直後に評価する際に，少ない加

速度記録から建物の安全性を判断することが期待されている。本論文では，少数の加速度記録を用いて 3 折

れ線に近似した性能曲線を算出し，その精度を検討した。検討には，RC 造建物を対象に時刻歴応答解析を用

いた。安全限界状態に至っていない記録を用いて，性能曲線上の安全限界点への外挿を行った結果，少ない

加速度記録の性能曲線の安全限界点を精度よく推定することが可能であった。また，加速度記録のない階の

加速度を直線補間により求めた場合の誤差を標準偏差で評価する方法を提案した。 
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1. はじめに 

 2011 年東北地方太平洋沖地震では，東北地方を中心に

非常に広い地域で多くの建物が被災し，大量の避難者が

発生した。特に被災した建物の中には，本震そのものに

よる被害に加え，余震により甚大な 2 次被害を生じさせ

る場合がある。こうした背景の中，地震発生後には建物

の安全性を把握し，その継続使用の可否判断を速やかに

行うことが重要であることが再認識されている。しかし，

従来の建築の専門家あるいは技術者による現地調査では，

目視で 1 棟ずつ応急危険度判定を実施するため，巨大地

震や大都市圏での地震被害に対応することには限界があ

り，膨大な時間がかかる。また，実際に大地震後建物の

健全性を目視だけで判断すると判定の結果が大きくばら

つくことも問題であった。このような状況を考えると，

地震直後に技術者を派遣することなく，建物に各種のセ

ンサーを設置し，建物の残余耐震性能を定量かつ迅速に

評価する必要性は高い。 

 近年，構造ヘルスモニタリングが注目され，建物の耐

震性能の評価への活用が進んでいる。文献 1)では加速度

センサーを用いた建物の即時耐震性能評価法を提案して

いる。この方法は，地震時に建物に生じる加速度と変位

をもとに，等価線形化法を用いて損傷度を評価する。地

震時の層間変位は建物に設置した加速度センサーから算

出することが可能である。図－1 に示すような建物の弾

塑性挙動を 1 自由度に縮約した性能曲線を計測し，建物

の基礎部で観測した地震動から求めた要求曲線と比較す

ることにより，地震後の建物の最大応答変位（性能曲線

と要求曲線の交点(C)）の推定が可能となる。また，本震

と同じレベルの地震に対する応答点(D)を求めることで，

余震に対する建物の損傷度を評価することができる。文

献 2)，文献 3)では，建物の加速度計測値から性能曲線の

算出方法を提案している。性能曲線の推定により，地震

前後建物の剛性や周期の変化だけではなく，荷重と変位

の関係の直接評価が可能である。 

 建物の損傷評価では，モード形や最大層間変形角など

の物理量を推定するには，すべての階に加速度センサー

を設置することが理想的であり，既存の即時残余耐震性

能判定システムでは，低層建物では各階にセンサーを設

置している。しかし，階数が多い場合には導入コストが

高くなり，設置するセンサーの数を削減することができ

れば普及に有益であると考えられる。そこで本論文では，

少ない加速度データを用いた場合にその判定精度への影

響を検討し，最適な配置数の判定方法の構築を試みる。 

 

 

図－1 即時耐震性能評価法の概要 1) 

 

2. 性能曲線における安全限界点の推定 

 建物の安全限界変位は損傷評価を行う上で重要な指標

の一つであるが，これを決定するためには図－1 に示す

ように本震の最大応答点(C)から安全限界点(E)を推定す
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る必要がある。そのためには，図中の(C)点におけるモー

ド形を用いて，いずれの層があらかじめ設定した安全限

界変位に達する時の崩壊モード，すなわち(E)点を外挿す

る必要がある。建物の振動モードは弾性範囲では一定で

あるが，その後ひび割れや降伏によりモード形は変化す

る。そのため，(C)点での振動モードを係数倍するだけで

は正確な安全限界点を推定できるとは言えない。文献 4)

では，観測値から得られた性能曲線を鉄筋コンクリート

造建物を想定して 3 折れ線に近似し，第二折れ点と第三

折れ点での各層の層間変位の差分を係数倍することによ

り，いずれかの層が想定する安全限界変位に達する時を

安全限界点とする推定法を提案している。その有効性を

解析および振動台実験により確認している。 

建物の安全限界状態は図－2 に示すように，例えば 1F

が最初に安全限界変位に達する時，他の層はまだ余裕が

あるが層崩壊になるため，これ以上の地震に耐えられな

い危険が伴い，建物の安全限界状態と定義する。性能曲

線上の安全限界点は安全限界状態における層せん断力―

層間変形関係から算出することができる。 

 

 

図－2 各階の層せん断力―層間変形関係 4) 

 

図－3 最大応答点から安全限界点の推定 4) 

 

実地震動下では建物が安全限界状態に至っていない

場合が多い。そこで観測された最大応答点から図－3 に

示す方法で安全限界点を推定する 4)。各階の変位増分の

モードは塑性化に伴って変化すると考え，第二折れ点の

層間変形量分布{∆𝛿𝑦}及び第三折れ点，つまり最大応答点

の層間変形量分布{∆𝛿𝑚𝑎𝑥}を求め，安全限界時の層間変形

量分布{∆𝛿𝑠}を下式により算出する。また，安全限界点の

荷重は最大応答点での荷重を維持するものと仮定する。 

{∆𝛿𝑠} = {∆𝛿𝑦} + 𝛾 × {∆𝛿𝑚𝑎𝑥 − ∆𝛿𝑦}      (1) 

以上述べた安全限界点の外挿では 3 折れ線モデル化す

る必要がある。一方，鉄筋コンクリート造建物の荷重―

変形関係をモデル化にあたっては，主としてひび割れに

よる剛性低下や降伏を考慮して 3 折れ線に近似する場合

が多い。文献 4)，文献 5)に示された手法で 3 折れ線モデ

ル化が行われている。また，既往の鉄筋コンクリート造

試験体の実験結果にこの手法を適用して有用性を確認し

ている。 

しかし，実際の建物ではセンサーが設置されていない

階がある。そこで本研究では，加速度センサーを設置し

ていない階の加速度は上下の階の記録を直線補間して求

める。図－4 に示すように，少ない加速度センサーを取

り付けた場合の振動モード形は記録した点を直線で結ぶ

ことにより求める。加速度センサーを全部の階に設置し

た場合の応答を真の応答と定義し，直線補間により算出

した応答は真の応答に対して誤差が生じると考えられる。

また，加速度計を全層に配置していない場合は，層間変

形は複数の応答の平均値をとることとなり，安全限界点

を外挿する際には層間変形角を過小評価する可能性があ

る。例えば図－4 では，加速度センサーを基礎と最上階

のみに設置すると，各階はいずれかのステップにおいて

も同一の層間変形角となる。センサー個数を増やすこと

で，真の応答に近いモード形を取ることができ推定精度

が向上することとなる。本研究は加速度センサー数を最

小限に抑えることを目的とし，少数センサーの性能曲線

の比較および安全限界点の推定精度を検討する。 

 

 

図－4 直線補間による応答の推定 
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図－5 床伏図 

 

 

図－6 軸組図 

 

3. 時刻歴応答解析 

 これまでに観測された地震においては，建物は崩壊す

るほどの大きな損傷を受けておらず，建物は安全限界状

態まで至っていない。そのため，本検討では鉄筋コンク

リート造の建物を対象に，観測データではなく，大きな

損傷を与える目標とした時刻歴応答解析を行った。加速

度センサーの数をパラメータとして，それぞれの性能曲

線を比較し，さらに 2 節で示した方法により安全限界点

の推定を行った。 

3.1 解析対象 

 対象建物の床伏図を図－5に，軸組図を図－6に示す。

構造形式は鉄筋コンクリート造とし，X 方向は純ラーメ

ン構造，Y 方向は耐震壁付ラーメン構造とする。平面形

状は，X 方向は 6.0m×6 スパン，Y 方向は 9.0m，6.0m，

9.0m の 3 スパンで，36.0m×24.0m の長方形平面である。

建物は 12 階建てで，階高は 1 階 5.0m，2 階以上 4.0m で，

軒高 49.1m である。耐震壁は連層耐震壁として対称に配

置し，偏心を生じさせない計画とする。基礎は杭基礎と

し，強固な地盤に支持させるものとする。柱部材につい

て，曲げは弾性で，せん断は Tri-Linear 型モデルとし，履

歴は原点指向型とした。梁について，曲げは Tri-Linear 型

モデルとし，履歴は剛性低減型で，せん断は Tri-Linear 型

モデルとし，原点指向型とした。各層は剛床を仮定した。 

代表的な柱リストを表－1 に，梁リストを表－2 に，

耐震壁リストを表－3 に示す。使用材料を表－4 および

表－5 に示す。建物は全体崩壊形を形成する様に設計し

た。 
  

表－1 柱リスト 

 

表－2 大梁リスト 

 

表－3 耐震壁リスト 
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表－4 コンクリート使用材料 

 

表－5 鉄筋使用材料 

 

 

3.2 入力地震波および応答結果 

 解析に用いる地震動は，建築基準法等に定められてい

る告示スペクトルに適合する告示波である。時間刻みは

0.02s である。図－7 に入力地震動の時刻歴を示す。加振

の倍率は弾性範囲の 40%と，塑性化程度が異なる 3 つの

80%，120%，160%を用いる。それらの加速度応答スペク

トル（減衰 3%時）を図－8 に示す。内部粘性減衰は 3%

で，瞬間剛性比例型として設定する。加振方向は耐震壁

が付いていない X 方向を対象とする。 

 全層の最大応答値を図－9 に示す。40%の入力におい

て，各層は弾性範囲で，最大層間変形角は 6F の 1/196 で

あった。80%の入力では，建物の中下層が塑性化し，6F

の最大層間変形角が 1/91 に達した。次に 120%の入力で

は，各層の層間変形が大きくなったが，最大層間変形角

は 4F の 1/59 となった。また 160%の入力では，3F が最

大層間変形角 1/50 であった。また 2F から 8F まで層間変

形角がほぼ 1/50 の程度になった。この際には建物のベー

スシア係数は 0.35 であった。 

 ここで，建物の安全限界変形角はいずれかの層におい

ても 1/50 と仮定した。したがって，160%の入力では建物

は安全限界状態に至った。また，塑性ヒンジ図から本建

物は梁降伏先行型の全体崩壊形とした目標に近づいてい

ることを確認した。 

3.3 性能曲線の算出 

 建物の性能曲線は代表加速度―代表変位関係の骨格曲

線とする。本研究では，加速度計測値から性能曲線を算

出する際に，変位は加速度の 2 階積分により求める。文

献 6)では，Wavelet 変換を用いて安定して建物の性能曲

線の算出する方法を提案している。Wavelet 変換とは，時

間歴は波形を維持したまま，異なる周波数の波形に分解

できる時間周波数解析手法である。本研究は，1 次モー

ドを抽出した性能曲線を算出するために，Wavelet 変換を

用いて応答加速度波形を分解し，不要な Rank を取り除 

 

図－7 入力地震動 

 

図－8 加速度応答スペクトル（減衰 3%時） 

 

 

図－9 最大応答値 

 

いた加速度値を「センサーによる計測値」と呼ぶ。代表

加速度および代表変位は以下の式から算出する。 

 1𝑆𝑎 =
𝛴𝑚𝑖⋅ 1𝑥𝑖

2

(𝛴𝑚𝑖⋅ 1𝑥𝑖)2 𝛴ⅈ=1
𝑁 𝑚ⅈ ⋅ 1�̈�ⅈ  + 1�̈�0                  (2) 

 1𝑆𝑑 =
𝛴𝑚𝑖⋅ 1𝑥𝑖

2

𝛴𝑚𝑖⋅ 1𝑥𝑖
                                         (3) 

ここで， 1�̈�0 は建物基部で観測された入力加速度の主要

振動数成分，𝑚ⅈ  は各階の質量， 1𝑥ⅈ  は基礎に対する i 階

の変位の主要振動数成分， 1�̈�ⅈ  は基礎に対する i 階の加

速度の主要振動数成分，N は建物の階数である。以下の

検討は Wavelet 変換を適用した性能曲線を用いる。 

図－10 に各入力倍率の性能曲線を示す。図には，荷重

増分解析結果による性能曲線を併せて示している。ここ

で，非線形荷重増分解析の外力分布は Ai 分布に基づい

た分布形を用い、いずれかの層の層間変形角が 1/50 に達

するまで解析を実施した。代表加速度は層せん断力，有

効質量比および建物の総重量を用いて算出している。他

の観測による性能曲線は前述に示した方法により加速度 
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図－10 性能曲線 

 

計測値のみから算出する。図－10 に示したように，弾性

範囲において各性能曲線は傾きがよく一致し，降伏点が

ほぼ 20cm の程度であった。しかし，降伏点以降では，

観測による性能曲線の代表加速度は荷重増分解析とは完

全に一致しないことが確認された。これは振動時生じた

減衰力に起因すると考えられる。そのため，2 節で述べ

たように性能曲線を 3 折れ線にモデル化する必要がある

と考えられる。 

 各性能曲線から次のことが分かる。40%の入力では建

物が完全に弾性状態で，80%の入力は塑性化が若干進ん

でいる。120%および 160%の入力において塑性化が大き

く進んでいることが見取られる。本研究では各層の安全

限界点は既知であると仮定しており，入力倍率が 160％

の場合，検討建物の安全限界層間変形角があらかじめ仮

定した 1/50 に達したため，性能曲線の最大応答点（正側

47.4cm，負側 58.0cm）は真の安全限界点とみなす。 

 

4. センサー数の影響に関する検討 

 ここでは，弾性である 40%の入力を除いて，80%，120%，

160%の入力について検討する。文献 4)，文献 5)に従って

性能曲線の 3 折れ線モデル化を行った。図－11～図－13

に異なるセンサー個数による性能曲線を示す。ここでは，

加速度センサーを高さ方向に均等配置とした。なお，建

物の基部（1F の床）と最上階（RF の天井）に常に設置

しておる。例えば 4 点設置では，1F，5F，9F および RF

にセンサーを置いている。第二折れ点はセンサーの個数

によらずほぼ精度よく算出した。 

 図－11 を見ると，少数センサーを用いた性能曲線は全

階設置の性能曲線と形状はよく一致しているが，塑性化

が大きくなる場合に，図－12 および図－13 のように，2

点設置の性能曲線では代表加速度が急激に低下すること

が分かった。これは，代表加速度は式(2)により算定され

るが，2 点設置で補間した直線モードと真のモードでは，

同式の有効質量比および加速度の足し合わせの差が大き

くなるためである。また，センサーが少ないほど性能曲

線上の応答値は小さくなった。これは直線補間によりあ

る階の層間変形が真の応答より小さく評価されているた

めである。そこで，本検討は直線補間により算出した相

対変位と真の相対変位の誤差を標準偏差 𝑠 で評価する様

に試みる。標準偏差が小さければ小さいほど精度がよく

なることが分かった。標準偏差は式(4)により算出する。

𝑥ⅈ  は各階の相対変位の誤差，�̅� は誤差の平均値である。 

 𝑠 = √
1

𝑛
∑ (𝑥ⅈ − �̅�)2𝑛

ⅈ=1                (4) 

図－9 の左図に示した各入力の最大応答相対変位に対し

て，直線補間による誤差の標準偏差を計算した。入力レ

ベルごとに、式(4)を用いて計算した各センサー設置数で

の標準偏差を図－14 に示す。センサーが 4 つの場合標準

偏差は 1.0 以下となる。また，図－11～図－13 より 4 点

配置すれば性能曲線上の折れ点がよく一致しており，最

大応答点までも良好に推定できる。弾性範囲である 40%

では，建物の応答モードが直線であるため 2 点設置でも

十分であるが，塑性化の進展とともに，標準偏差が大き

くなっていく傾向がある。しかし，全体崩壊に近い 160%

の入力では，モード形は逆三角形分布に近づくため標準

偏差が再び小さくなった。 

次に，安全限界状態に至っていない応答観測データを

用いて性能曲線の安全限界点の外挿を検討する。図－15

～図－16 にそれぞれの入力レベルに対して推定した安

全 

 

図－11 性能曲線の比較（80%） 

 

 

図－12 性能曲線の比較（120%） 
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図－13 性能曲線の比較（160%） 

 

 

図－14 標準偏差 

 

全限界点を示す。ここで，真の安全限界変位は 160%の性

能曲線の最大応答変位とする。2 点設置の性能曲線では，

推定した安全限界変位は過大評価となった。センサーが

3 点および 4 点の場合は推定誤差が小さくなった。80%

の入力の正側では，3，4 点センサーから推定された安全

限界変位は 160%であった真の安全限界変位とほぼ一致

した。 

 

5. まとめ 

 センサー設置階数が性能曲線の精度に与える影響を検

討するため，12 階の鉄筋コンクリート造建物を対象に，

時刻歴応答解析を行った。得られた加速度記録を用いて

性能曲線を算出し，3 折れ線モデルに近似した。センサ

ー数を減らした性能曲線との比較を行い，安全限界変位

の推定精度を検討した。得られた知見を以下に示す。 

1). センサーが少ない場合に，直線補間により求めた場

合の誤差を標準偏差で性能曲線の精度を評価する

方法を提案した。標準偏差をある程度の値（例えば

1.0）以下に抑えるようにセンサー数を決定すれば

充分な精度で性能曲線を求めることができる。 

2). 標準偏差が 1.0 以下とすれば，少ない観測データを

用いて精度よく安全限界変位を外挿することが可

能であった。 

なお，全体崩壊ではなく層崩壊の場合の検討を今後の

課題とし，さらに実験や解析による検証を行っていきた 

 

図－15 安全限界点の推定（80%） 

 

 

図－16 安全限界点の推定（120%） 

 

いと考える。 
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